
委
員
会
提
出
第
三
号
議
案

所
得
税
法
第
五
十
六
条
の
廃
止
を
求
め
る
意
見
書

中
小
零
細
業
者
は
、
地
域
経
済
の
担
い
手
と
し
て
、
日
本
経
済
の
発
展
に
貢
献
し
て
き
て
い
る
。
そ
の
中

小
零
細
業
者
を
支
え
て
い
る
家
族
従
業
員
の
働
き
分
（
自
家
労
賃
）
は
、
税
法
上
、
所
得
税
法
第
五
十
六
条

「
配
偶
者
と
そ
の
親
族
が
事
業
に
従
事
し
た
と
き
、
対
価
の
支
払
い
は
、
必
要
経
費
に
算
入
し
な
い
」
（
条

文
要
旨
）
に
よ
り
、
必
要
経
費
と
し
て
認
め
ら
れ
て
い
な
い
。

事
業
主
の
所
得
か
ら
控
除
さ
れ
る
働
き
分
は
、
配
偶
者
の
場
合
は
八
十
六
万
円
、
家
族
の
場
合
は
五
十
万

円
で
、
家
族
従
業
者
は
こ
の
わ
ず
か
な
控
除
が
所
得
と
み
な
さ
れ
る
た
め
、
社
会
的
に
も
経
済
的
に
も
全
く

自
立
で
き
な
い
状
況
と
な
っ
て
い
る
。
家
業
を
手
伝
い
た
く
て
も
手
伝
え
な
い
こ
と
が
、
後
継
者
不
足
に
拍

車
を
か
け
て
い
る
。

青
色
申
告
で
も
白
色
申
告
で
も
、
労
働
し
て
い
る
実
態
に
応
じ
て
、
勤
労
報
酬
を
正
当
に
認
め
る
税
制
に

す
べ
き
で
あ
る
。

ド
イ
ツ
、
フ
ラ
ン
ス
、
ア
メ
リ
カ
な
ど
、
世
界
の
主
要
国
で
は
「
自
家
労
賃
を
必
要
経
費
」
と
し
て
認
め
、

家
族
従
業
者
の
人
格
・
人
権
、
労
働
を
正
当
に
評
価
し
て
い
る
。

よ
っ
て
、
国
会
及
び
政
府
に
お
か
れ
て
は
、
税
法
上
も
、
社
会
保
障
上
で
も
家
族
従
業
者
の
人
権
保
障
の

基
礎
を
つ
く
る
た
め
に
も
、
所
得
税
法
第
五
十
六
条
を
廃
止
す
る
よ
う
要
望
す
る
。

右
、
地
方
自
治
法
第
九
十
九
条
の
規
定
に
よ
り
意
見
書
を
提
出
す
る
。

平
成
二
十
一
年
十
二
月
十
日
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